
 

変更点概要 

 ・ 建設キャリアアップシステムにおいて、国土交通大臣が認定した建設技能

者の能力評価基準によりレベルを取得した者を技術職員数（Z1）の技術職員

区分・資格に追加し、所要の評点を付与する。 

 

・ 申請者の負担軽減を目的として、審査項目の確認方法について、原本提示

から写しの提示に変更（※）する。詳細は別表のとおり。 

  （※）消費税納税証明書、技術職員に係る資格の確認書類（新規取得分）を除く。 

 

・ 技術職員の評価対象を以下のとおり見直す。併せて、別表のとおり確認書

類を、原則として官公署が発行する書類に変更する。 

   →<従来の評価対象> 

審査基準日以前に 6カ月を超える恒常的雇用関係にある者。傷病等で長期休業し

ており、基準日時点で出勤していない場合は対象外。 

     →<今後の評価対象> 

審査基準日以前に 6カ月を超える恒常的雇用関係及び雇用期間を限定することな

く常時雇用されている者。傷病等で、審査基準日時点で出勤していない場合であ

っても、評価対象になり得る。 

 

 

スケジュール 

 施行日：令和２年４月１日 



別表 

提出・提示書類（R２.４.１～） 

 

（原本）と記載があるもの以外は写も可。 

提出書類 提 示 書 類 

１ 経営規模等評価申請書 

総合評定値請求書 

□ 許可申請書の副本 

□ 営業年度終了の変更届出書の副本（※工事種類別完成工事高を２年平均する場合

は２年分、３年平均する場合は３年分） 

□ 前回の経営事項審査申請書（添付書類を含む）の副本 

□ 【法人】法人税の確定申告書別表一（一）及びその附属明細書別表四（所得の金

額の計算に関する明細書） 

【個人】青色申告決算書、白色申告収支内訳書 

□ 減価償却費の実施額がわかる明細書（２年分） 

【法人】法人税の確定申告書別表十六（一）及び（二） など 

【個人】所得税の青色申告決算書又は白色申告収支内訳書 など 

２ 工事種類別完成工事高 

  工事種類別元請完成工事

高 

 （別紙一） 

□ 契約書等工事施工を証する書面＊ 

＊ 建設工事の請負契約については、契約を書面で締結することが義務付けられ

ており（建設業法第 19 条）、原則として、契約書（又は、注文書・請書）を提示

してください。 

（請求書のみの提示では認められません。請求書が提示された場合には、当該請

求に対する入金等、確認が必要と認められる事項について書面を追加提示いただ

き、その上で個別に判断することになります。） 

□ 専門工種概要調書（該当する場合） 

□ 消費税確定申告書の写し及び消費税納税証明書（様式その１）（原本） 

（免税業者は不要） ※消費税納税証明書は納税額の入ったもの 

３ 
そ
の
他
の
審
査
項
目
（
社
会
性
等
） 

（
別
紙
三
） 

雇用保険加入 □ 雇用保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（公共職業安定

所交付）及び資格喪失通知書 

健康保険及び厚生年金

保険加入 

□ 被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書又は被保険者標準報酬決定通知

書（社会保険事務所交付） 

退職一時金制度 

もしくは 

企業年金制度導入 

□ 勤労者退職金共済機構若しくは特定退職金共済団体の発行する加入証明書、共済

契約書又は退職手当の決定、計算及び支払方法等について定めのある労働協約若

しくは就業規則 

□ 厚生年金基金の発行する加入証明書、適格退職年金契約書又は確定拠出年金運営

管理機関、企業年金基金若しくは資産管理運用機関の発行する加入証明書 

法定外労働災害補償制

度加入 

□ （公財）建設業福祉共済団、（一社）全国建設業労災互助会、全日本火災共済協

同組合連合会、（一社）全国労働保険事務組合連合会の発行する加入証明書又は

保険会社の保険証書 

[補足] 次のすべてに該当することが必要です。 

①業務災害と通勤災害のいずれもが対象であること。 

②職員および下請負人のすべてが対象であること。 

③死亡および障害等級第 1級から第 7級までが対象であること。 

建設業の経理の状況 □ 建設業経理事務士検定試験合格証書 

公認会計士等の登録証明書   

研究開発の状況 □ 変更届出書（事業年度終了報告書）の副本 



 

 

建設機械の保有状況 

（機械１台毎にまとめ

て提示すること） 

□ 建設機械の売買契約書又はリース契約書（リース契約期間が審査基準日から１年

７ヶ月以上のものに限る） 

※メーカー・型式・製造番号等が記載されていること 

□ 建設機械に係る特定自主検査記録表（検査年月日が審査基準日から起算して直前

１年以内のもの）若しくは移動式クレーン検査証、自動車検査証 

国際標準化機構が定め

た規格による登録の状

況 

□ ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１が登録されていることを証明する書面（営

業所毎に登録を受けた場合は、建設業の営業所全てについて必要） 

４ 技術職員名簿 

  （別紙二） 

【審査基準日前６ヶ月を超える恒常的な雇用関係を確認する書類】 

 次のいずれかひとつ(③は健康保険、雇用保険適用除外等の場合に限る) 

 ①事業所の名称が記載された健康保険被保険者証 

 ②雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（申請事業所において健康保険に加入し

ていない者） 

 ③賃金台帳（審査基準日の属する月を含む直前７ヶ月分） 

【常時雇用の確認書類】 

 次のいずれかひとつ(③は①、②の適用が無い場合に限る) 

 ①健康保険及び厚生年金保険の標準報酬決定通知書 

 ②住民税特別徴収税額通知書 

 ③賃金台帳（審査基準日の属する月を含む直前７ヶ月分） 

【資格の確認書類】 

□   資格免許証等（新規取得分については原本、又は監理技術者資格者証） 

□ 監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証（又は監理技術者資格者証裏面記載

の監理技術者講習修了履歴） 

□ 登録基幹技能者講習修了証（新規掲載者は原本） 

□ 実務経験証明書（該当者のみ）（新規掲載者は原本） 

□ 能力評価（レベル判定）結果通知書 （建設キャリアアップシステムにおける能

力評価制度により評価を受ける場合） 

【高年齢者雇用安定法に基づく継続雇用適用者を確認する書面】 

□ 継続雇用について定めた労働基準監督署長の受付印のある就業規則又は労働協

約（該当する職員を計上している場合のみ） 

５ 公認会計士等名簿 【常時雇用の確認書類】 

 次のいずれかひとつ(③は①、②の適用が無い場合に限る) 

 ①健康保険及び厚生年金保険の標準報酬決定通知書 

 ②住民税特別徴収税額通知書 

 ③賃金台帳（審査基準日の属する月を含む直前７ヶ月分） 

６ 経営状況分析結果通知書（正本には原本、副本・写本にはコピーを添付する） 

 

 

提

出

書

類 

① 建設業退職金共済事業加入・履行証明書（原本） 

② 防災協定証明書（原本） ※証明書の発行日は、審査基準日とする 

③ 工事経歴書 

④ [該当する場合]有価証券報告書または監査報告書、会計参与報告書、再生手続開始または更正手

続開始の決定日を証明する書類、再生手続終結または更生手続終結の決定日を証明する書面、経理

の適正を確認した旨の書類（原本）、継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿（原本） 

 


